
 
鳥取県医療施設等経営強化緊急支援事業給付金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第４

条の規定に基づき、鳥取県医療施設等経営強化緊急支援事業給付金（以下「本給付金」という｡）の交付につい

て、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本給付金は、経営状況や医療需要の急激な変化の影響を受ける医療施設等を支援することにより、地域

医療提供体制の確保を図ることを目的とする。 

 

（給付金の交付） 

第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「給付事業」という。）を行

う同表の第２欄に掲げる者に対し、予算の範囲内で本給付金を交付する。 

２ 本給付金の額は、給付事業に要する別表の第３欄に掲げる額（消費税及び地方消費税を除く。）以下とする。

ただし、１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

３ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、給付事業の実施に当たって

は、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 

（交付申請の時期等） 

第４条 本給付金の交付申請は、別表の第４欄に掲げる様式により、令和８年２月２７日までに行わなければな

らない。この場合においては、当該書類を規則第５条で規定する申請書並びに同条第１号及び第２号に掲げる

書類とみなす。 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 本給付金の交付決定は、原則として、第４条に定める交付申請の書類を県が受理した日から起算して６

０日以内又は令和８年３月１０日までに行うものとする。 

２ 本給付金の交付決定通知は、様式第１号によるものとする。 

３ 知事は、前項の通知を行った後に給付金を支給する。 

 

（承認を要しない変更） 

第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、本給付金の増額以外の変更とする。 

２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

 

（実績報告の時期等） 

第７条 規則第１７条第１項の規定による報告は、別表の第５欄に掲げる様式により、次に掲げる日までに行わ

なければならない。この場合においては、当該書類を規則第１７条第１項で規定する実績報告書並びに同条第

２項第１号及び第２号に掲げる書類とみなす。 

（１）規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、給付事業の完了又は中止若しくは廃止の日から

３０日を経過する日（ただし、給付事業の完了又は中止若しくは廃止の日が令和８年３月２６日から３月３１

日の場合は翌年度の４月５日とする。） 

（２）給付事業の対象となる別表第３欄の取組が第４条の交付申請時に完了している場合にあっては、交付申請

の日 

２ 本給付金の交付額の確定通知は、前項第１号の場合にあっては、様式第２号によるものとし、前項第２号の

場合にあっては、様式第３号によるものとする。なお、様式第３号による交付額の確定通知は、第５条第２項

の交付決定通知を兼ねるものとする。 

 

（財産の処分制限） 

第８条 規則第２５条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年大蔵省令第



１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、知事が別に定める期間）とす

る。 

２ 規則第２５条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 

（１）取得価格又は効用の増加価格が単価５０万円以上（民間団体にあっては３０万円以上）の機械及び器具 

（２）その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定めるもの 

３ 第５条第１項の規定は、規則第２５条第２項の承認について準用する。 

 

（給付金の返還） 

第９条 次のいずれかに該当する場合、支給を行った給付金の全額の返還を求めるものとする。 

（１）対象施設から報告があった申請内容が明らかに事業の目的に合致していないと認められる場合。 

（２）申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認める場合。 

 

（雑則） 

第１０条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本給付金の交付について必要な事項は、福祉保健部長が別に

定める。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、令和７年５月２６日から施行する。 



 
様式第１号 

第     号 

年 月 日 

                様 

 

職 氏 名 

（公印省略） 

 

 

年度鳥取県医療施設等経営強化緊急支援事業給付金交付決定通知書 

 

 

年 月 日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県医療施設等経営強化

緊急支援事業給付金（以下「本給付金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２

年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交

付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 対象事業 

本給付金の対象事業の内容は、申請書に記載されたとおりとする。 

 

２ 交付決定額 

本給付金の交付決定額は、金     円とする。 

 

３ 補助規程の遵守 

本給付金の収受及び使用等に当たっては、規則及び鳥取県医療施設等経営強化緊急支援事業給付

金交付要綱（令和７年５月２６日付第２０２５０００３５３６８号鳥取県福祉保健部長通知）の規

定に従わなければならない。 

 

４ 本給付金の振込 

給付金は、支給申請書兼口座振込依頼書に記載の口座に振り込みます。（振込みには１ヶ月程度

かかります。） 

 



 
様式第２号 

第     号 

年 月 日 

                様 

 

職 氏 名 

（公印省略） 

 

 

年度鳥取県医療施設等経営強化緊急支援事業給付金交付額確定通知書 

 

 

年 月 日付第 号で交付決定したこの給付金について、 年 月 日付けの実績報告書（以下

「実績報告書」という。）に基づき、給付金の額を下記のとおり確定したので、鳥取県補助金等交付

規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第１８条第１項の規定により通

知します。 

 

 

記 

 

 

１ 対象事業 

本給付金の対象事業の内容は、実績報告書に記載されたとおりとする。 

 

２ 給付金交付決定額              金 円 

 

３ 給付金確定額                金 円 

 

４ 給付金支払済額               金 円 

 

５ 給付金精算払額               金 円 

 



 
様式第３号 

第     号 

年 月 日 

                様 

 

職 氏 名 

（公印省略） 

 

 

年度鳥取県医療施設等経営強化緊急支援事業給付金交付決定及び交付額確定通知書 

 

 

年 月 日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県医療施設等経営強化

緊急支援事業給付金（以下「本給付金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２

年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交

付することに決定し、併せて 年 月 日付けの実績報告書（以下「実績報告書」という。）に基づ

き、給付金の額を下記のとおり確定したので、規則第８条第１項及び第１８条第１項の規定により通

知します。 

 

 

記 

 

 

１ 対象事業 

本給付金の対象事業の内容は、申請書及び実績報告書に記載されたとおりとする。 

 

２ 交付決定額及び確定額 

本給付金の交付決定額及び確定額は、それぞれ金     円とする。 

 

３ 補助規程の遵守 

本給付金の収受及び使用等に当たっては、規則及び鳥取県医療施設等経営強化緊急支援事業給付

金交付要綱（令和７年５月２６日付第２０２５０００３５３６８号鳥取県福祉保健部長通知）の規

定に従わなければならない。 

 

４ 本給付金の振込 

給付金は、支給申請書兼口座振込依頼書に記載の口座に振り込みます。（振込みには１ヶ月程度

かかります。） 

 


